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巻頭言 
 
環境とバイオテクノロジー 
 
 去る 3月 11日に発生した東日本大震災は東北地方を中心に我が国にかつてな

い甚大な被害をもたらした。現在の厳しい状況を乗り越えるためには我が国の

総力をあげて立ち向かわなければならないことはいうまでもない。直面してい

る問題は社会基盤の復興とともに医療・環境・食糧・エネルギーなどと多岐の

分野にわたるが、いずれに対してもバイオテクノロジーが果たすべき役割は大

きい。特に急務として挙げられている環境浄化や再生可能エネルギー技術の開

発は古くからバイオテクノロジーの大きな研究課題でもあった。 
 環境浄化に関しては例えば各地の重油汚染に対して油酸化分解能の高い微生

物の散布（バイオオーグメンテーション）や土着微生物の活性化（バイオステ

ィミュレーション）による浄化が期待される。重金属汚染や放射能汚染に対し

ては原子レベルの汚染であるので回収することが必要となるが、閉じた浄化系

では微生物や生体分子による取り込みや吸着、開放系なら植物による吸収と刈

り入れ（ファイトレメディエーション）が有効と考えられる。各地の下水処理

場では放射能に汚染された汚泥が大量にたまっているが、これは自然界から１

次回収・濃縮されたものととらえるとその処理法の開発は今後非常に重要と考

えられる。全体に対する割合は小さくても継続的に放射能汚染を回収する方法

の手掛かりとなり得る。 
 エネルギー分野では微生物による水素やメタンの生産能力や脂溶性化合物燃

料の合成能力の探索と培養工学的・代謝工学的増強に関する研究が精力的に進

められ、大きな成果が得られている。生産能のさらなる向上とともにこれらの

合成系へ原料（未利用・非食性バイオマスや光等）の供給をいかに効率よくタ

イアップできるかが鍵となっており様々なアプローチから研究が進められてい

る。 
 筆者はこれまでにも環境やエネルギー問題などを出発点として研究を進めて

いるが、恥ずかしながら危機感がいままで十分でなかったことを認めざるを得

ない。研究の設計にあたり、解決すべき問題の把握とその研究から期待される

貢献の「定量的」な意識が不足していたことをいま直面している諸問題のスケ

ールの大きさで強く実感している。必ずしもより即効性のある研究領域に移る

わけではないが、少なくとも今後の研究において、特に環境やエネルギー関連

の研究においては、出口のスケールの大きさに対する意識を強く持つことによ

り、いままで自分になかった視点や発想が生まれることを願うばかりである。 
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--研究紹介-- 将来の食糧問題に備えた、農作物生産性の向上：ウイルス耐性植物の開発 
世良 貴史（京都大学大学院 工学研究科）    

今後の人口増加および開発途上国の生活水準の上昇に伴い、近い将来食料不足が深刻な問題となることが予測

されている。食糧問題の解決策の一つとして、農作物生産の向上が望まれている。そこで、我々は農作物生産性

の向上に寄与すべく、その基幹技術の開発を行っている。まずは、植物ウイルスによる被害を抑えるべく、植物

にウイルス感染耐性を付与する新手法を開発した。すなわち、ウイルスゲノムの複製の開始に必要な、ウイルス

複製タンパク質のウイルスゲノム上の複製起点への結合を阻害できる人工DNA結合タンパク質を開発し、その

遺伝子を組み込んだ植物でウイルス感染耐性を示すことに成功した。 

 
１．はじめに 

現在世界の人口は65億人であるが、今後開発途上国

を中心に増加し、2050 年には 1.4 倍の 90 億人を越す

と予測されている。さらに、開発途上国における所得

向上による食生活の多様化等により、世界の農作物需

要は2050年までに倍増するとも指摘されている。しか

しながら、耕地面積の拡大には限界があり、増加する

農作物需要を満たすには単位面積あたりの収穫量を大

幅に向上させる必要がある。そのためには、従来の技

術の改良ではなく、全く新しい作用原理に基づく技術

の開発が必要と考えられる。 
そこで我々は、工学的なアプローチにより食糧問題

を解決すべく、農作物生産性の向上のための基幹技術

の開発に取り組んでいる。まず我々が標的にしたのは、

ウイルス感染である。植物に感染するウイルスは多く

の種類が報告され、さらに現在も新種のウイルスが出

現し続けている。植物ウイルスは、様々な種類の農作

物に感染し、その収穫量を大幅に減らしており、その

感染の予防および拡大を防ぐことは食糧問題の上でも

非常に重要な問題である。 

２．DNAウイルス 

DNAウイルスは、ゲノムとしてDNAを保持し、そ

の中でもっとも大きなファミリーをジェミニウイルス

が占めている。ジェミニウイルス粒子は直径約20 nm
の正二十面体構造が二つつながった構造から成り、2.5
～3 kbpの１本鎖DNAゲノムを内包している。このウ

イルスは植物に侵入後、最終的に核に到達した後、１

本鎖ゲノム DNA がホスト植物の内在性の酵素群によ

り２本鎖 DNA に変換される。それから、この２本鎖

DNAからウイルス複製タンパク質が転写・翻訳される

（図１）。このウイルス複製タンパク質はDNA結合能

と酵素活性を有しており、ウイルスゲノム上の複製起

点に結合することにより、ウイルスゲノム DNA の複

製を開始させる。最終的にウイルスが増殖することに

より、ウイルスが感染した植物は発病してしまうので、

もしこのウイルス複製タンパク質のウイルスゲノム上

の複製起点への結合を何らかの方法で阻害することが

できれば、たとえウイルスが植物内に侵入しても、ウ

イルスは複製できず増殖できないため、植物のウイル

ス感染を防ぐことが可能になると考えられる。 

３．人工DNA結合タンパク質 

我々は、真核生物の転写因子の DNA 結合部位に見

出される亜鉛フィンガーという DNA 結合タンパク質

を基にして、生体内でゲノム上の望みの DNA 配列を

認識できる、人工 DNA 結合タンパク質（図１）のデ

ザインおよび創出法を開発した１）。我々は、この人工

DNA結合タンパク質あるいはその誘導体を用いて、植

物体内およびヒト培養細胞内の標的遺伝子の発現制御

や位置特異的なDNA切断等に成功している 2,3)。 
この人工 DNA 結合タンパク質は、４塩基対を認識

する亜鉛フィンガー・ドメインを複数個連結したもの

である。開発した「認識コード表」を用いて、特定の

４塩基対の認識に必要な４個のアミノ酸を選ぶだけで、

標的 DNA 配列の認識に必要な亜鉛フィンガー・ドメ

インを設計できるようにした。この手法により pM オ

ーダーの高い親和性および選択性を有する人工 DNA
結合タンパク質を迅速に創出することが可能である。 

４．ウイルス耐性植物の創出 

そこで、この人工 DNA 結合タンパク質を用いて、

ウイルス複製タンパク質の、ウイルスゲノム上の複製

起点への結合を阻害することによりウイルスの増殖を

防ぎ、ウイルスが侵入してきても感染しない植物の創

出を試みた４）。この場合、植物として、実験室でよく

用いられているシロイヌナズナを選び、DNAウイルス

として、シロイヌナズナをはじめ様々な植物に強く感

染し枯死させることが知られているbeet severe curly 
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図１．人工DNA結合タンパク質によるDNAウイルス複製の阻害 

top virus（BSCTV）を用いた。この研究では、BSCTV
のウイルス複製タンパク質よりも千倍以上強い DNA
結合能を有する人工DNA結合タンパク質を開発した。

この人工 DNA 結合タンパク質は、ウイルス複製タン

パク質の BSCTV 複製起点への結合をたった千分の１

の量で効果的に阻害することを試験管内で確認した。 
次に、この人工 DNA 結合タンパク質遺伝子を、植物

に侵入できる菌であるアグロバクテリアを用いてシロ

イヌナズナの生殖細胞に組み込み、最終的に人工DNA
結合タンパク質を発現する組換え植物を作製した。こ

の組換え植物および野生型植物に BSCTV を曝したと

ころ、図２の植物２で示されているように、野生型の

シロイヌナズナは感染し、報告どおり茎の成長が停止

し、最終的には枯死した。これに対し、人工 DNA 結

合タンパク質遺伝子を発現するシロイヌナズナ（図２

の植物３および植物４）では、感染させていない健康

な野生型植物（図２の植物１）と全く同じ外観で感染

症状は見られなかった。さらに、これら組換え植物で

は、ウイルスは侵入しているにもかかわらず、ウイル

スDNAは検出されなかった。このように、DNAウイ

ルスに対する免疫性を植物に付与することに初めて成

功した。また、本手法が、世界的に重要な野菜である

トマトにおいても有効であることを確認している（現

在、投稿準備中）。 

５．おわりに 

私の研究室では、現在このアプローチの有用性をさ

らに高めるため、1種類の人工DNA結合タンパク質で

より多種多様なウイルスの感染を防ぐことを試みてい

る。これらの研究により最終的に、たったひとつの人

工 DNA 結合タンパク質を組み込むことにより、すべ

ての農作物において、全種類の DNA ウイルスに対す

る耐性を付与することが可能になるかもしれない。こ

れら新技術を基にした、「ウイルスに感染しない農作

物」が世界中の農場で栽培され、健康に育ち、食糧問

題の解決に少しでも貢献できる日を夢見ながら、学生

達と日々研究に励んでいるところである。 
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図２．人工ＤＮＡ結合タンパク質によるウイルス感染耐性。野生型植物

に BSCTV を感染させると枯死した（植物２）。これに対し、人工ＤＮＡ結

合タンパク質を発現する植物は、ＢＳＣＴＶ感染に対して完全な耐性を示

した（植物３および４）。植物１は、ウイルスを感染させていない、健康な

野生型の植物を示す。 

4) Sera, Ｔ. (2005) J. Virol., 79, 2614-2619. 
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編集後記 
 
 今回のニュースレターでは、慶應義塾大学の宮本憲二先生、岡山大学の世良

貴史先生、海洋研究開発機構の布浦拓郎先生にそれぞれ研究紹介をお願いしま

した。宮本先生は天然には存在しない活性を示す有用酵素の設計に関する研究、

世良先生は、ウィルスの複製開始を阻害する人工 DNA 結合タンパク質の設計・

合成と植物個体への利用に関する研究、布浦先生には現段階では培養すること

ができない微生物を対象としたメタゲノム研究についてご紹介頂きました。い

ずれも斬新なアプローチが取られたそれぞれの分野で先駆的な研究であります。 
 最後に今回のニュースレターが私の度重なる対応の遅さにより発刊が大きく

遅れました。今回ご執筆頂きました先生方、部会員の皆様に深くお詫び申し上

げます。 
 
（担当：跡見晴幸） 
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